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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼の成分として、質量％で、
　Ｃ：０．０５～０．１％、
　Ｓｉ：０．１～１．０％、
　Ｍｎ：２．０％～２．５％、
　Ａｌ：０．０２～０．１％、
　Ｔｉ：０．０１～０．０５％、
　Ｃｒ：０．１～１．０％、
　Ｓｎ：０．００１０～０．１％、
　残部Ｆｅ及び不可避的不純物を含有し、
　不純物として、
　Ｐ　：０．０３％以下、
　Ｓ　：０．０１％以下、
　Ｎｂ：０．００１％以下、
　Ｖ　：０．００１％以下、
　Ｗ　：０．００１％以下、
　Ｍｏ：０．００１％以下、
　Ｚｒ：０．００１％以下、
　Ｂ　：０．０００１％以下であって、
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　ミクロ組織としてフェライト相分率７０～９０％、残部がマルテンサイトを含む低温変
態相であり、
　低温変態相の平均粒径が０．１～１μｍ、
　フェライト相と低温変態相の平均ナノ硬さの比が１．５～３．０、
　低温変態相のナノ硬さは測定点の８０％以上でフェライト相の平均ナノ硬さの１～５倍
に入ることを特徴とする高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
【請求項２】
　請求項１に記載の鋼成分を有するスラブを１０００～１３５０℃に加熱した後に仕上げ
圧延温度Ａｒ３以上で熱間圧延後、６００℃以下で捲取り、酸洗を施し、圧延率３０～７
０％、１パス当たりの圧下率３０％以下で冷間圧延し、その後７２０℃以上で、かつ８５
０℃もしくはＡｃ３温度のどちらか低い温度以下の温度を焼鈍温度とする熱処理を行うに
あたって、少なくとも６００℃から焼鈍温度までの温度範囲を０．５℃／秒以上６℃／秒
以下の加熱速度で加熱し、焼鈍温度で１０秒以上保持したのち、少なくとも焼鈍温度から
６５０℃までの温度範囲を５℃／秒以上の冷却速度で冷却し、さらに少なくとも６００℃
から５００℃までの温度範囲を３℃／秒以下の冷却速度で冷却したのち、溶融亜鉛めっき
または合金化溶融亜鉛めっきを施すことを特徴とする高強度溶融亜鉛めっき鋼板の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に自動車部品用に適する成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板及びそ
の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車のクロスメンバーやサイドメンバー等の部材は、近年の燃費軽量化の動向に対応
すべく軽量化が検討されている。材料面では、薄肉化しても強度及び衝突安全性が確保さ
れるという観点から、鋼板の高強度化が進められている。しかし、材料の成形性は、強度
が上昇するのに伴って劣化するので、上記部材の軽量化を実現するには、成形性と高強度
の両方を満足する鋼板を製造する必要がある。
【０００３】
　成形性と高強度を両立する鋼板としては特許文献１に残留オーステナイトを活用し、変
態誘起塑性を用いて延性を向上させる技術、いわゆる残留オーステナイト鋼が開示されて
いる。しかし残留オーステナイトを残存させるためには２相域焼鈍後の冷却速度を大きく
して、フェライト変態やパーライト変態を防止し、ＳｉやＡｌを添加してセメンタイトの
析出を抑制する必要がある。冷却速度を大きくするには冷却速度が高い連続焼鈍ラインが
必要となり、高Ｓｉ添加はめっき性を損ない、高Ａｌは鋳造性を損なう場合が多い。
【０００４】
　特許文献２、特許文献３には、フェライトとマルテンサイトを含有する低温変態相の複
合組織を有するいわゆるＤｕａｌ　Ｐｈａｓｅ鋼（以下ＤＰ鋼）が開示され、広く用いら
れている。ＤＰ鋼は残留オーステナイト鋼には及ばないものの、充分な強度延性バランス
を示すため、比較的複雑形状の車体部品に用いられている。そしてＤＰ鋼の強度は、近年
の車体軽量化の動向に対応して、増加している。
【０００５】
　例えば特許文献４や特許文献５には、炭化物形成元素であるＮｂ、Ｔｉなどの元素を添
加して焼鈍中の再結晶抑制や析出強化を活用し、引張強度７８０ＭＰａ以上を確保する技
術が開示されている。
【０００６】
　また、特許文献６、特許文献７には、複合組織鋼であるため伸びフランジ成形性は一般
的に低位であるが、母相であるフェライトと低温変態相の硬さの差を制御して伸びフラン
ジ成形性を改善する技術が示されている。これらの発明では、硬さはビッカース硬さにて
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測定されている。
【０００７】
　しかし、引張強度が７８０ＭＰａ以上のＤＰ鋼板の場合、ミクロ組織の粒径が小さくビ
ッカース硬さでは評価ができない。
　そこで、近年開発されたナノインデンテーションという技術を用いて測定したナノ硬さ
で特性を評価する技術が特許文献８に開示されている。この技術ではフェライトと低温変
態相の硬さの比をフェライト分率に応じて規定しており、これより曲げ特性が改善される
としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平６－１４５７８８号公報
【特許文献２】特開平１０－１４７８３８号公報
【特許文献３】特開２００２－３６３６９５号公報
【特許文献４】特開２００９－１４４２２５号公報
【特許文献５】特開２００２－３６３６８５号公報
【特許文献６】特開２００９－１９１３６０号公報
【特許文献７】特開２００９－１６７４７５号公報
【特許文献８】特開２００９－１６７４６７号公報
【特許文献９】特開２０１０－６５３１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　マイクロアロイ元素を活用したＤＰ鋼を製造する場合、ＴｉやＮｂなどのマイクロアロ
イ炭化物の析出挙動が材質に影響を及ぼす。すなわち、鋼板製造条件、特に焼鈍条件の影
響を受け、材質が変動することがある。この場合の材質変動は主に降伏強度と伸びフラン
ジ成形性に現れる。
【００１０】
　降伏強度が変動した場合には、プレス成形後のスプリングバック発生挙動が変化して、
車体部品の寸法精度が低下するという課題がある。このため、部品不良が発生し、オフラ
インでの矯正が必要になる。
　伸びフランジ成形性が変動した場合には、プレス成形時にブランキングにより生じた剪
断加工部で割れが発生するという課題がある。
【００１１】
　従来、マイクロアロイとして多く用いられている元素はＮｂである。Ｎｂは固溶状態で
もＳｏｌｕｔｅ　ｄｒａｇｇｉｎｇ効果によりフェライトの粒成長や再結晶を遅延させて
、未再結晶フェライトや細粒化により強度強化に寄与する。さらに炭化物として析出した
場合には、析出強化により強度上昇効果がある。これらの理由により強度向上のためにＮ
ｂは用いられてきた。
　また、これにＢ添加すると、ＮｂのＳｏｌｕｔｅ　ｄｒａｇｇｉｎｇ効果が向上し、強
度上昇効果が大きくなる。
【００１２】
　しかし、Ｎｂ添加、さらにはＮｂ及びＢの添加では再結晶遅延効果や粒成長抑制効果が
大きいため、高い焼鈍温度が必要となる。そのため連続焼鈍での一般的な温度範囲である
７２０℃～８００℃の範囲では再結晶は完了せず、引張強度などの材質の焼鈍温度依存性
が大きくなってしまう。
【００１３】
　また、特許文献８に開示されたフェライト相と低温変態相のナノ硬さの比を制限して曲
げ性を改善する技術は、平均硬さの比が規定されているだけである。そのため、低温変態
相の中に硬さが高いものが存在していた場合でも、周囲との平均値に含まれてしまう場合
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がある。このような硬さが高い低温変態相が存在する場合には、伸びフランジ成形性の変
動要因となり、さらには引張特性の変動の原因にもなり問題となる。
【００１４】
　特許文献９には、フェライトを主相とし、ベイナイトおよびマルテンサイトの低温変態
相を第二相とする複合組織鋼板であって、ＴＳ－ＥＬ、ＴＳ－λ（伸びフランジ成形性の
評価尺度）バランスのよい鋼板が開示されている。これは、Ｔｉ、Ｎｂを積極的に添加し
、第二相の構成比率を制御し、母相組織の硬さ制御を適切に行うことが開示されている。
しかし、この場合Ａｃ３温度以上の焼鈍温度が必要となるため、焼鈍温度依存性は大きい
。
【００１５】
　以上のように、製造条件によって材質変動がないことはＤＰ鋼にとって重要な要件とな
っている。特に、生産性の高い焼鈍条件、例えば連続焼鈍での一般的な温度範囲である７
２０℃～８００℃の範囲や高くてもＡｃ３温度以下の焼鈍においても材質変動のないＤＰ
鋼が求められている。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記課題を解決するために発明者らは鋭意検討を行った結果、再結晶・粒成長遅延効果
はＮｂに比べて小さく、連続焼鈍での一般的な温度範囲である７２０℃～８００℃の範囲
での再結晶が可能であるようにＴｉを添加し、ＮｂやＢの添加量を制限することにより材
質変動を抑制できることを見出した。
【００１７】
　つまり、Ａｃ３温度まで加熱することなく、７２０℃以上かつ８５０℃もしくはＡｃ３
温度のどちらか低い方の温度以下の温度範囲（以下、易焼鈍温度域という）で焼鈍しても
、材質変動を抑制しつつ、所定の特性を得ることができることを知見した。
【００１８】
　また、さらに、焼鈍時の加熱速度と冷却パターンを最適化することにより、フェライト
相率、低温変態相の粒径、フェライト相と低温変態相のナノ硬さの平均値の比と低温変態
相の硬さの変動を制御できることも見出した。
【００１９】
　これらの知見により、材質変動が少ない高強度溶融亜鉛めっき鋼板が製造できることを
見出し、本発明を成すに至った。本発明の要旨とするところは下記のとおりである。
【００２０】
［１］　鋼の成分として、質量％で、Ｃ：０．０５～０．１％、Ｓｉ：０．１～１．０％
、Ｍｎ：２．０％～２．５％、Ａｌ：０．０２～０．１％、Ｔｉ：０．０１～０．０５％
、Ｃｒ：０．１～１．０％、Ｓｎ：０．００１０～０．１％、残部Ｆｅ及び不可避的不純
物を含有し、ミクロ組織としてフェライト相分率７０～９０％、残部がマルテンサイトを
含む低温変態相であり、低温変態相の平均粒径が０．１～１μｍ、フェライト相と低温変
態相の平均ナノ硬さの比が１．５～３．０、低温変態相のナノ硬さは測定点の８０％以上
でフェライト相の平均ナノ硬さの１～５倍に入ることを特徴とする高強度溶融亜鉛めっき
鋼板。
【００２１】
［２］　［１］に記載の鋼成分を有するスラブを１０００～１３５０℃に加熱した後に仕
上げ圧延温度Ａｒ３以上で熱間圧延後、６００℃以下で捲取り、酸洗を施し、圧延率３０
～７０％、１パス当たりの圧下率３０％以下で冷間圧延し、その後７２０℃以上で、かつ
８５０℃もしくはＡｃ３温度のどちらか低い温度以下の温度を焼鈍温度とする熱処理を行
うにあたって、少なくとも６００℃から焼鈍温度までの温度範囲を０．５℃／秒以上６℃
／秒以下の加熱速度で加熱し、焼鈍温度で１０ｓ以上保持したのち、少なくとも焼鈍温度
から６５０℃までの温度範囲を冷却速度５℃／秒以上で冷却し、さらに少なくとも６００
℃から５００℃までの温度範囲を冷却速度３℃／秒以下で冷却したのち、溶融亜鉛めっき
または合金化溶融亜鉛めっきを施すことを特徴とする高強度溶融亜鉛めっき鋼板の製造方
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法。焼鈍温度を８５０℃もしくはＡｃ３温度以下としたのは、これらの温度を超えて加熱
すると、鋼板強度が急激に低下し、焼鈍工程での通板性が悪くなるからである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明により、連続焼鈍工程で一般的な焼鈍温度である７２０℃以上で、かつ８５０℃
もしくはＡｃ３温度のどちらか低い方の温度以下の温度範囲（易焼鈍温度域）で焼鈍して
も材質変動が小さく、成形性が良好で所定の特性を有する高強度溶融亜鉛めっき鋼板を提
供することができる。特に７８０ＭＰａ以上の高強度溶融亜鉛めっき鋼板において、顕著
な効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１は、Ｔｉ添加鋼、Ｎｂ添加鋼及びＮｂ・Ｂ添加鋼の再結晶率と焼鈍温度との
関係を示すグラフである。
【図２】図２は、実施例において低温変態相の面積率を求める際に用いた鋼板の組織を示
す顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の基本的考え方について説明する。
　本発明に係る鋼板は、炭化物形成元素の添加をＴｉに限定し、従来多用されたＮｂを無
添加とし、さらに再結晶に大きく影響を及ぼすＢの添加量を制限したことを特徴している
。
【００２５】
　また本発明に係る鋼板の製造方法は、焼鈍時の加熱速度と焼鈍後の冷却速度を最適化す
ることにより、フェライト相率、低温変態相の粒径、フェライト相と低温変態相のナノ硬
さの平均値の比と低温変態相の硬さの変動を制御することを特徴としている。
　これらのことにより、材質変動が少ない高強度溶融亜鉛めっき鋼板が製造できることを
見出した。
【００２６】
　まず、フェライトの再結晶や析出強化に寄与する炭化物形成元素をＴｉに限定するとと
もに、他の炭化物形成元素の含有を制限した理由を以下に示す。
【００２７】
　Ｎｂは再結晶抑制と析出強化に有効な元素である。熱延時の析出挙動は捲取温度に大き
く依存する。また、焼鈍工程の加熱時に微細析出する場合でも再結晶を遅延させる効果が
大きいため、焼鈍された鋼板の材質が焼鈍温度に大きく依存すると考えられる。
【００２８】
　その他の炭化物形成元素として使用されるＶ、Ｗ、Ｍｏ、Ｚｒも同様であり、しかも炭
化物析出の熱間圧延での捲取り温度依存性、焼鈍工程の加熱速度依存性および焼鈍温度依
存性がそれぞれに異なるため、材質変動の要因となる。
【００２９】
　Ｔｉは、Ｎｂと比較すると、そのＳｏｌｕｔｅ　ｄｒａｇｇｉｎｇ効果による再結晶・
粒成長遅延効果や炭化物による析出強化の効果が小さい。このため、一般的な連続焼鈍で
製造が容易な温度範囲である７２０℃～８００℃の範囲においては引張強度などの材質の
焼鈍温度依存性が小さくなる。概念図を図１に示す。
【００３０】
　図１に示すように、Ｔｉ添加鋼は、再結晶がフェライト域の温度で開始し、フェライト
とオーステナイトの２相域になると変態したオーステナイトにより再結晶が遅延すると考
えられる。その後温度を上げると、再結晶が完了する。これよりＴｉ添加鋼は、Ｎｂ添加
鋼やＮｂ・Ｂ添加鋼に比べて、比較的低温で安定した再結晶状態を得ることができる。す
なわち、材質変動を小さくすることが可能となると考えられる。上記の理由から炭化物形
成元素をＴｉのみに限定した。
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【００３１】
　また、Ｂは焼鈍後の冷却時にフェライト変態やパーライト変態を遅延させる。そのため
、複合組織を得るためには効果的な元素である。しかし、変態抑制効果が大きいため熱延
後の鋼板が硬く、冷間圧延が困難になる場合がある。また、図１のＮｂ・Ｂ添加鋼の例で
示されるように、易焼鈍温度域中の再結晶が抑制されることから、焼鈍温度を高くする必
要がある。このため、Ｂの添加量を制限した。Ｎｂ・Ｂ添加鋼の再結晶遅延の概念図を図
１にあわせて示している。
【００３２】
　Ｔｉの焼鈍工程の加熱中での微細析出を制御するためには、Ｔｉの添加量と熱延条件、
特に捲取温度の制限が有効である。さらに焼鈍工程中での加熱にて加熱速度を制限するこ
とにより、再結晶の遅延が抑制されて材質変動を小さくできる。
【００３３】
　Ｔｉは熱延加熱時に主にＮ添加量に相当する量のＴｉＮとして析出する。残存したＴｉ
は捲取時にＴｉＣとして析出するので、微細析出を抑制するため捲取温度を制限する。熱
延時に析出物を形成しなかったＴｉ、つまり固溶Ｔｉは焼鈍工程の加熱時にＴｉＣとして
微細析出するか、もしくは固溶Ｔｉのまま存在して再結晶・粒成長を抑制するものと考え
られる。
【００３４】
　次に低温変態相の制御について説明する。低温変態相の粒径、および低温変態相とフェ
ライト相とのナノ硬さの比、およびそれらの変動範囲を制御した。ＤＰ鋼では引張強度は
低温変態相の強度に大きな影響を受ける。すなわち、低温変態相の硬さが高い場合には引
張強度が高くなる。そのため、低温変態相の硬さの変動は、引張強度変動の要因となる。
低温変態相の硬さは焼鈍時のオーステナイト中の炭素濃度に依存している。また炭素量が
変動すると、変態膨張率が変動し、近接したフェライトに導入される可動転位量に影響を
及ぼす。そのため低温変態相とフェライト相との硬さの比とその変動範囲を制限すること
で、降伏強度の変動を抑制することできる。
【００３５】
　低温変態相とフェライト相との硬さの比は伸びフランジ成形性にも影響を及ぼす。ＤＰ
鋼では低温変態相の近傍からボイドが発生して割れの起点となる。低温変態相とフェライ
ト相との硬さの比が大きい場合には、歪みが小さくてもボイドが発生し易い。この伸びフ
ランジ成形性の観点では硬さの比は小さい方が望ましい。
【００３６】
　ただし、硬さの比が過度に小さい場合には、低温変態相が変態するときの体積膨張が小
さいため、フェライト中に導入される可動転位量が少なくなる。その場合にはＤＰ鋼の特
徴である低降伏比が実現されなくなる。
【００３７】
　低温変態相の硬さはオーステナイト中の炭素濃度に依存する。オーステナイトへの炭素
の分配が過度に不均一であると低温変態相の硬さの変動は大きくなり、それに伴い降伏強
度や伸びフランジ成形性の変動が大きくなる。このため、低温変態相の硬さの変動幅を制
御するが材質変動を制御する上で、重要である。
【００３８】
　低温変態相は粒径が微細で、多く分散している方が望ましい。その理由は伸びフランジ
成形時のボイド発生が局所的にならないため有利であることと、微細に分散することによ
りフェライト中への可動転位の導入が均一となることである。
【００３９】
　低温変態相の硬さの比とその変動範囲、粒径は焼鈍工程での加熱速度及び冷却速度にて
制御できる。その考え方を下記に示す。
【００４０】
　まず加熱速度について説明する。焼鈍の加熱工程では鉄炭化物の溶解とフェライトの回
復、再結晶が６００℃近傍以上で起こり、７００℃近傍のＡｃ１変態点以上ではフェライ
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トからオーステナイトへの変態が起こる。鉄炭化物の溶解は加熱速度を低くすることによ
り促進され、炭素分布の均一化が図られる。フェライトからオーステナイトへの変態が起
こると、フェライトの再結晶が抑制される。このため、６００℃から焼鈍温度までの温度
領域での加熱速度を制限することにより再結晶率を制御することができる。
【００４１】
　焼鈍温度によりフェライトとオーステナイトの分率が決まり、オーステナイトに炭素な
どが濃化する。また加熱速度とＴｉ添加量および熱延圧延での捲取り温度の制限によりフ
ェライトの再結晶が制御され、フェライトと低温変態相の硬さの比は適当な範囲に保たれ
る。
【００４２】
　次に焼鈍後の冷却では、焼鈍温度から６５０℃までの温度範囲を比較的早く冷却して、
変態の核生成サイトを多くし、低温変態相を微細化させる。そして、６００℃から５００
℃の温度範囲を比較的遅く冷却することにより、フェライト変態にて分配されるオーステ
ナイト中の炭素量の変動を小さくすることができる。
【００４３】
　次に、具体的な条件の制限理由を説明する。
　まず化学成分の制限について説明する。なお、特に断りの無い限り「％」は質量％を意
味する。
【００４４】
　Ｃ：Ｃは、鋼板の強度を上昇できる元素である。しかし、０．０５％未満であるとマル
テンサイトを主相とする低温変態相の硬さが低くなるため、７８０ＭＰａ以上の引張強度
を確保することが困難となる。一方、０．１％を超えるとスポット溶接性の確保が困難と
なる。このため、その範囲を０．０５～０．１％に限定した。その効果を確実にするため
に、下限値は０．０６％とすることが好ましく、０．０７％とするとより好ましく、でき
れば０．０７５％とすることが望ましい。また、上限値は０．０９５％とすることが好ま
しく、できれば０．０９％とすることが望ましい。
【００４５】
　Ｓｉ：Ｓｉは、強化元素であり、鋼板の強度を上昇させることに有効である。しかしな
がら、０．１％未満であると伸びの劣化による成形性の低下が顕著になり、また１％を超
えるとめっきの濡れ性が低下する。従って、Ｓｉ含有量は０．１～１．０％の範囲に制限
した。その効果を確実にするために、下限値は０．２５％とすることが好ましく、０．３
％とするとより好ましく、できれば０．４％とすることが望ましい。また、上限値は０．
８％とすることが好ましく、できれば０．６％、さらには０．５％とすることが望ましい
。オールラジアントチューブ式加熱炉を持つ連続溶融亜鉛めっきラインには、０．４～０
．５％とすることが最も適する。
【００４６】
　Ｍｎ：Ｍｎは、強化元素であり、鋼板の強度を上昇させることに有効である。しかしな
がら、２．０％未満であると７８０ＭＰａ以上の引張強度を得ることが困難である。逆に
多いとＰ、Ｓとの共偏析を助長し、曲げ性や伸び穴拡げ性の著しい劣化を招くことから、
２．５％を上限とする。その効果を確実にするために、下限値は、２．１％とすることが
好ましく、２．２％とするとより好ましい。上限値は、２．４％とすることが好ましく、
２．３％とするとより好ましい。
【００４７】
　Ｔｉ：Ｔｉは、フェライト結晶粒の成長抑制による細粒強化および転位強化にて、鋼板
の強度上昇に寄与する重要な元素である。主相であるフェライトを硬質化し、強化相であ
るマルテンサイトを主体とする低温変態相とフェライト相の硬さの差を低下させ曲げ性及
び穴拡げ性を向上させる。これらの効果は、０．０１％未満では得られないため、下限値
を０．０１％とした。
　一方、０．０５％超含有すると、炭窒化物の析出が多くなり成形性が劣化するため、上
限値を０．０５％とした。その効果を確実にするために、下限値は、０．０１５％とする
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ことが好ましく、０．０２％とするとより好ましい。上限値は、０．０４％とすることが
好ましく、０．０３％とするとより好ましい。引張強度を７８０ＭＰａ以上として、降伏
強度の変動を小さくする場合には下限値を０．０２％、上限値を０．０３％と制限すると
良い。
【００４８】
　Ｃｒ：Ｃｒは、強化元素であるとともに焼入れ性の向上に重要であり、オーステナイト
フォーマーであるため、低温にてオーステナイト分率を確保するために必須な元素である
。０．１％未満ではこれらの効果が得られないため下限値を０．１％とした。逆に、１％
超含有すると過度に強度が増加するため、上限値を１％とした。好ましくは、０．２～０
．８％、更に好ましくは０．３～０．７％である。
【００４９】
　Ａｌ：Ａｌは、フェライト形成を促進し、延性を向上させるので添加しても良い。また
、脱酸材としても活用可能である。その効果は０．０２％未満では発揮されないので、下
限を０．０２％とした。しかしながら、過剰な添加はＡｌ系の粗大介在物を形成し、表面
傷や穴拡げ性の劣化の原因になる。このことから、Ａｌ添加の上限を０．１％とした。好
ましくは、０．０４～０．０９％、更に好ましくは０．０５～０．０８％である。
【００５０】
　Ｐ：Ｐは鋼板の板厚中央部に偏析する傾向があり、溶接部を脆化させる。そのため少な
いほうがよく、むしろ無いほうがよい。０．０３％を超えると溶接部の脆化が顕著になる
ため、その適正範囲を０．０３％以下に限定した。Ｐの下限値は特に定めないが、０．０
００１質量％未満とすることは、経済的に不利であることからこの値を下限値とすること
が好ましい。即ち、不可避的不純物として許容される含有量は０．０３％以下とする。
【００５１】
　Ｓ：Ｓは、溶接性ならびに鋳造時および熱延時の製造性に悪影響を及ぼす。そのため少
ないほうがよく、むしろ無いほうがよい。このことから、その上限値を０．０１質量％以
下とした。Ｓの下限値は特に定めないが、０．０００１％未満とすることは、経済的に不
利であることからこの値を下限値とすることが好ましい。即ち、不可避的不純物として許
容される含有量は０．０１％以下とする。
【００５２】
　Ｎ：Ｎは、粗大な窒化物を形成し、曲げ性や穴拡げ性を劣化させることから、添加量を
抑える必要があり、むしろ無いほうがよい。これは、Ｎが０．０１％を超えると、この傾
向が顕著となることから、Ｎ含有量の範囲を０．０１％以下とした。加えて、溶接時のブ
ローホール発生の原因になることから少ない方が良い。下限は、特に定めることなく本発
明の効果は発揮されるが、Ｎ含有量を０．０００５％未満とすることは、製造コストの大
幅な増加を招くことから、これが実質的な下限である。即ち、不可避的不純物として許容
される含有量は０．０１％以下とする。
【００５３】
　Ｎｂ：Ｎｂは再結晶抑制効果、フェライト細粒化ならびに析出強化によりフェライト相
の強化に効果的が元素である。しかし熱間圧延時の圧延中ならびに捲取工程や焼鈍工程の
加熱中にＮｂＣとして析出して析出強化や再結晶の抑制に影響し、固溶ＮｂのままでもＳ
ｏｌｕｔｅ　ｄｒａｇｇｉｎｇ効果により再結晶抑制に影響するため強度に大きく影響を
及ぼし、そのため製造工程の影響を受けやすく材質変動要因になり、添加は望ましくない
。そこで本発明では、積極的には添加しない。存在しても、その含有量を０．００１０％
以下に制限することが望ましい。この制限は本来無添加とした場合においても、スクラッ
プの利用により当該元素を含有してしまう場合を考え、含有量を制限以下に管理すること
が望ましいためである。即ち、不可避的不純物として許容される含有量は０．００１０％
以下とする。
【００５４】
　Ｖ、Ｗ、Ｍｏ、Ｚｒ：これらの炭化物形成元素はＴｉ、Ｎｂと比較して析出物を形成し
にくいという特徴がある。これらの元素が添加されていると元素毎の析出挙動が異なり、
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炭化物析出の捲取温度依存性、焼鈍工程での加熱速度依存性や焼鈍温度依存性が変化する
ため、材質の変動要因になる。そのため添加は望ましくない。そこで本発明ではＶ、Ｗ、
Ｍｏ、Ｚｒを積極的には添加しない。存在しても、それぞれの含有量を０．００１０％以
下に制限することが望ましい。この制限は本来無添加とした場合においても、スクラップ
の利用により当該元素を含有してしまう場合を考え、含有量を制限以下に管理することが
望ましいためである。即ち、それぞれの元素が不可避的不純物として許容される含有量は
０．００１０％以下とする。
【００５５】
　Ｂ：Ｂは焼き入れ性を増加させるとともに再結晶抑制にも効果がある元素である。しか
し、Ｂ添加により熱延鋼板の強度が高くなり、冷間圧延性が低下する。またフェライトの
再結晶を抑制するために、焼鈍温度を上げる必要があり、無添加が望ましい。そこで本発
明では、積極的には添加しない。存在しても、その含有量を０．０００１％以下に制限す
ることが望ましい。この制限は本来無添加とした場合においても、スクラップの利用によ
り当該元素を含有してしまう場合を考え、含有量を制限以下に管理することが望ましいた
めである。即ち、不可避的不純物として許容される含有量は０．０００１％以下とする。
【００５６】
　Ｓｎ：Ｓｎは溶融亜鉛めっきをした場合にめっき密着性を向上し、さらに合金化を促進
する効果がある。その効果は０．００１０％未満では発揮されないため、下限を０．００
１０％とした。また過度に添加するとスラブの熱間加工性が低下するためその上限を０．
１％以下とした。その効果を確実に得るために、下限値を０．００２％とすることが、上
限値は０．０３％とすることが好ましい。さらには、下限値を０．００５％、上限値を０
．０１％とするとより好ましい。
【００５７】
　その他の元素として硫化物形態制御のためＣａやＲＥＭを添加しても良い。また不可避
的不純物としてＮｉ、Ｃｕなどの元素が含有する場合があるが、その含有は本発明の特性
に影響を及ぼさない限りは含有してもよい。それら元素の含有量は、目安としてそれぞれ
の元素につき０．０５％以下であることが望ましい。
【００５８】
　次にミクロ組織の限定理由を説明する。
　フェライト相分率７０～９０％とし、残部はマルテンサイトを含む低温変態相とする。
この比率にすることにより引張強度７８０ＭＰａ以上と所定の延性が確保される。フェラ
イト相分率が７０％未満ではフェライトによる延性を確保できない。フェライト相分率が
９０％を超えると低温変態相が少ないために引張強度が７８０ＭＰａを下回る。フェライ
ト相分率は、好ましくは、７５～８８％、更に好ましくは８０～８５％とするとよい。
【００５９】
　低温変態相にマルテンサイトを含むとしたのは、マルテンサイト変態によりフェライト
相中に可動転位が導入されて降伏点が低下し、降伏比０．７以下が確保できるためである
。
【００６０】
　低温変態相は微細で多く分散している方が望ましい。それにより伸びフランジ成形性が
良好となるためだけでなく、フェライト相中への可動転位の導入が均一となるためである
。しかし低温変態相の平均粒径が０．１μｍ未満であると、フェライト中への可動転位の
導入量が少なく、降伏比が０．７を超えるようになる。このため低温変態相の平均粒径の
下限を０．１μｍとした。また低温変態相の平均粒径が過大である場合には伸びフランジ
成形性が劣化するため、その上限を１μｍとした。上記効果を確実にするため、低温変態
相の平均粒径は０．４～０．８μｍの範囲がより好ましい。更に好ましくは、０．５～０
．７μｍとするとよい。
　なお、フェライト相分率や低温変態相の粒径を測定する方法は、後述する実施例中の［
低温変態相の平均粒径］項に記載するレベラー法に基づいて測定することができる。
【００６１】
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　フェライト相と低温変態相の平均ナノ硬さの比（低温変態相の平均ナノ硬さ／フェライ
ト相の平均ナノ硬さで定義する。ナノ硬さは、鋼板表面から板厚の１／４程度の深さ位置
で測定する。）を１．５～３．０にするとよい。硬さの比が３．０を超えると、伸びフラ
ンジ成形性が劣化する。また硬さの比が１．５未満の場合には、低温変態相への炭素の濃
縮が不十分となり、マルテンサイト変態の体積膨張によるフェライト中への可動転位の導
入が不十分となる。そのため、ＤＰ鋼としての特徴である低降伏比が確保できなくなる。
平均ナノ硬さの比の下限は１．７がより好ましく、１．９が更に好ましい。また、平均ナ
ノ硬さの比の上限は２．８がより好ましく、２．５が更に好ましい。
【００６２】
　ナノ硬さとはＪＩＳ　Ｚ　２２５５に規定された三角錐型圧子を用いた超微小負荷硬さ
であり、その測定荷重は１ｍＮとした。ナノ硬さは測定加重により変動することがある。
本発明鋼の場合には測定加重は低温変態相の粒径と圧痕の関係にて１ｍＮが最適であり、
この荷重で測定した値により規定する。平均ナノ硬さは最低３０点以上の測定結果から求
め、望ましくは１００点程度がよい。
【００６３】
　従来の複合組織鋼については前述の特許文献６、特許文献７にビッカース硬さによる硬
さの比の結果が開示されている。しかし、本発明のように、微細組織間のナノ硬さの比が
伸びフランジ成形性に及ぼす影響については、何ら開示されていない。ビッカース硬さで
は圧子を除荷したのちにその圧痕のサイズにより測定されるが、ナノ硬さでは負荷状態で
の圧子の侵入深さにて硬さを求める。そのため、ビッカース硬さの測定で生じる弾性回復
による変形が見られないことが特徴である。つまり、ナノ硬さとビッカース硬さは測定方
法が明確に異なる。そのため、微細組織の複合組織鋼で、伸びフランジ成形性に及ぼすフ
ェライト相と低温変態相のナノ硬さの比の影響が初めて明らかになったと言える。
【００６４】
　ここで、低温変態相のナノ硬さ測定点の８０％以上で、そのナノ硬さがフェライト相の
平均ナノ硬さの１～５倍の範囲内であると、伸びフランジ成形性が劣化しないことがわか
った。言い換えると、低温変態相のナノ硬さ測定点の２０％以上で、そのナノ硬さがフェ
ライト相の平均ナノ硬さの５倍超となると、その低温変態相近傍のフェライトに導入され
る可動転位密度が高くなり、降伏強度の変動が大きくなるからである。そこで低温変態相
のナノ硬さ測定点の８０％以上で、そのナノ硬さがフェライト相の平均ナノ硬さの５倍以
下とした。また低温変態相のナノ硬さ測定点の２０％以上がフェライト相の平均ナノ硬さ
の１倍未満の場合にはその低温変態相近傍にてマルテンサイト変態での体積膨張が少なく
、フェライト中に導入される可動転位が小さくなる。この場合においても降伏強度の変動
が大きくなる。そこで、低温変態相のナノ硬さの測定点の８０％以上で、そのナノ硬さが
フェライト相の平均ナノ硬さの１倍以上とした。引張強度を７８０ＭＰａ以上として、降
伏強度の変動を小さくする場合は９０％以上とするとよい。好ましくは９２％以上とする
ことが望ましい。なお、低温変態相のナノ硬さ測定は、少なくとも１０点以上、できれば
２０点以上で行うことが望ましい。
【００６５】
　次に引張特性の制限について説明する。
　降伏比を０．７以下としたのは、上記の成分とミクロ組織が形成されている場合にはＤ
Ｐ鋼となっており、ＤＰ鋼としての特徴である低降伏比を示す条件であるためである。
【００６６】
　同一成分にて鋳造した１０本のスラブを、易焼鈍温度域で焼鈍を行う上記［２］の条件
で溶融亜鉛めっき鋼板を製造し、１０本の鋼板の降伏強度の最大値と最小値の差を、降伏
強度の変動と定義する。上記［１］の化学成分とミクロ組織を用いた場合はこの値は６０
ＭＰａ以下となるとよい。
【００６７】
　引張強度は上記［１］に示した化学成分と上記のミクロ組織とすることで７８０ＭＰａ
以上の引張強度を得ることができる。
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【００６８】
　溶融亜鉛めっきは、通常の溶融亜鉛めっきでもよく、合金化溶融亜鉛めっきでもよい。
　上記［１］に示す溶融亜鉛めっき鋼板はその化学成分とミクロ組織の特徴が上記［１］
に示す範囲であればいかなる製造方法によって製造されてもよい。しかし、上記［２］に
示す製造方法を用いると容易に製造が可能となる。これよりその製造方法について説明す
る。
【００６９】
　まず、熱間圧延の条件について説明する。
　スラブ加熱温度は１０００～１３５０℃とした。１０００℃未満では圧延荷重が高くな
ることと、仕上げ圧延までの温度低下により規定の仕上げ温度を確保できないためである
。また１３５０℃超の場合には、スケールが多量に発生してスケール疵の原因となるため
である。
【００７０】
　仕上げ圧延温度をＡｒ３以上としたのは、仕上げ温度をこれよりも低い温度とした場合
には圧延中に変態が生じて圧延荷重が大きく変動してミスロールの原因となるためである
。また、変態が生じた箇所では粒径が粗大となり、冷延焼鈍後のミクロ組織が不均一とな
り、材質変動の原因になるためである。
【００７１】
　捲取温度を６００℃以下としたのは、この温度以下とすることで炭化物形成元素である
Ｔｉが固溶状態のまま残存し、組織微細化および転位強化に寄与するためである。また熱
延板強度のコイル長手方向の材質変動も小さくなり、冷間圧延時の板厚変動が小さくなる
効果もある。更に、６００℃を超える捲取温度では粗大な炭化物が生成し、焼鈍中にオー
ステナイトへ炭化物が溶けにくくなるため、ナノ硬さの比が低下し、本発明鋼の低降伏比
が実現できなくなる。
【００７２】
　冷間圧延のトータル圧延率（以下、冷間圧延のトータル圧延率を、単に圧延率という。
）は３０～７０％とし、１パス当たりの圧下率を３０％以下とした。圧延率が３０％未満
である場合は焼鈍後の組織が粗大となり、上記［１］に示した低温変態相の粒径の制限を
確保できないため、下限を３０％とした。また、圧延率が７０％超の場合には再結晶の駆
動力が大きくなって再結晶が促進するため、未再結晶フェライトの確保が困難となって強
度が低下するため、上限を７０％とした。
【００７３】
　また、１パス当たりの圧下率が３０％を超える場合、強固な剪断帯がまばらにでき、剪
断帯付近の歪が大きくなるため、鋼板内での歪分布が不均一となる。焼鈍時には歪の高い
領域のフェライト粒径は小さくなるため、鋼板内部の組織の均一性が低下する。
【００７４】
　更に、粒径の小さなフェライトは粒成長の駆動力が高いため、その大きさは焼鈍温度の
影響を強く受け、製造時の降伏強度の変動が大きくなる。
【００７５】
　そこで、１パス当たりの圧下率を３０％以下とすれば、強固な剪断帯の生成を抑えるこ
とができ、鋼板内の歪の蓄積を均一にすることが可能となる。１パス当たりの圧下率を好
ましくは２５％以下、更に好ましくは２０％以下、最も好ましくは１５％以下とすること
で更に歪の蓄積を均一にすることが可能となる。
【００７６】
　焼鈍は連続溶融亜鉛めっきラインにて行うことが好ましい。その際の温度制御の制限に
ついて説明する。
【００７７】
　加熱速度については、少なくとも６００℃から後述する焼鈍温度までの温度範囲を平均
加熱速度０．５～６℃／秒、望ましくは０．５～４℃／秒とするとよい。平均加熱速度は
焼鈍温度から６００℃を引いた値を６００℃から焼鈍温度まで達した時間で割った値（＝
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（焼鈍温度－６００℃）／（６００℃から焼鈍温度までの所要時間））を用いる。平均加
熱速度が高い場合には鉄炭化物の溶解の時間が不足して、鋼板中の炭素の分布が不均一に
なる。またフェライトの再結晶も不十分となるため強度が過大となり、強度延性バランス
が低下する。そこで、その上限の加熱速度を６℃／秒、望ましくは４℃／秒とした。また
加熱速度が０．５℃／秒未満となった場合には、フェライトの粒成長が進むために細粒強
化の効果が期待できず、強度が不足し、また焼鈍ライン長も過度に必要となることから経
済的ではなくなるため、下限を０．５℃／秒とした。
【００７８】
　焼鈍は、焼鈍温度７２０℃以上でかつ８５０℃もしくはＡｃ３温度の低い方の温度以下
の温度範囲、望ましくは７４０以上でかつ８００℃もしくはＡｃ３温度の低い方の温度以
下の温度範囲で１０ｓ以上保持することとした。焼鈍温度が７２０℃未満の場合にはオー
ステナイト量が不十分となり引張強度が７８０ＭＰａ未満となり、またマルテンサイトを
主相とする低温変態相の硬さも高くなり、上記［１］の範囲を満足しない。
　そのため、下限を７２０℃とした。また焼鈍温度の下限を７４０℃とすることで充分な
オーステナイト分率が確保され、強度延性バランス及び伸びフランジ成形性が良好となる
。
【００７９】
　一方、過度の高温加熱は、コストの上昇を招くことから経済的に好ましくないばかりで
なく、高温通板時の板形状が劣悪になったり、ロールの寿命を低下させたりとトラブルを
誘発することから、最高加熱温度の上限を８５０℃もしくはＡｃ３温度の低い方の温度と
する。また焼鈍温度が８５０℃超では鋼板表面に生じた酸化物がハースロールにピックア
ップし、それらが鋼板に押し疵を生じるピット疵が発生する場合がある。また、本発明で
は、Ｔｉ添加によりＡｃ３温度より低温でも再結晶できるため、Ａｃ３以上の温度に上げ
る必要がないからである（図１参照）。
【００８０】
　そこで、焼鈍温度の上限は８５０℃もしくはＡｃ３温度の低い方の温度とすることが望
ましく、８００℃もしくはＡｃ３温度の低い方の温度とすることがより望ましい。この温
度域での熱処理時間は、鉄炭化物の溶解のために、１０秒以上の熱処理が必要となる。こ
の時間より短い場合には低温変態相の硬さの変動が大きくなるばかりでなく、その粒径も
過度に微細になる。一方、熱処理時間が６００秒超となると、コストの上昇を招くことか
ら経済的に好ましくない。
【００８１】
　冷却条件については、少なくとも焼鈍温度から６５０℃までの温度範囲を冷却速度５℃
／秒以上、望ましくは７℃／秒以上で冷却し、少なくとも６００℃から５００℃までの温
度範囲を冷却速度３℃／秒以下、望ましくは２℃／秒以下で冷却することとした。
【００８２】
　まず、焼鈍温度から６５０℃までの温度範囲の冷却速度を早くすることにより６５０℃
以上でのフェライト変態を抑制する。フェライトが過冷却されることより、フェライト変
態の核生成サイトが多くなってフェライトが微細化し、その粒界に残存するオーステナイ
トの粒径も微細化されると推察される。この冷却速度を５℃／秒未満とすると高温でフェ
ライト変態が生じ、その結果として上記［１］に示した低温変態相の平均粒径の制限が満
足されず、伸びフランジ性が劣化する。そのため下限を５℃／秒とした。この冷却速度を
７℃／秒とすることで安定的に微細化した低温変態相を得ることができるので、望ましく
は７℃／秒以上の冷却速度とした。
【００８３】
　また、６００℃から５００℃までの温度範囲における冷却速度を相対的に低速としたの
は、この温度域で生じるフェライト変態を進め、オーステナイトに濃縮する炭素量を均一
化させるためである。この温度範囲の平均冷却速度が３℃／秒超である場合には、低温変
態相のナノ硬さのフェライトの平均ナノ硬さに対する割合が上記［１］で制限する範囲を
満足しないため、その上限を３℃／秒とした。望ましくは２℃／秒とした場合には低温変
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態相のナノ硬さの変動は小さくなり、降伏強度の変動が小さくなる。
【００８４】
　上記の条件で冷却されたのち、溶融亜鉛めっき浴を通過し、ガスワイピングを通過して
目付け量を調整する。場合によってはその後に合金化炉を通過させて、地鉄を亜鉛めっき
層に拡散させる合金化処理を行なう。合金化炉の温度はライン速度により調整し、合金化
が完了する温度を選択すればよく、その温度は通常は４６０～６００℃の範囲になる。４
６０℃以下の場合には合金化が遅くて生産性が悪い。また６００℃を超えるとフェライト
－パーライト変態が生じ、特性が悪化するためである。
【００８５】
　その後、スキンパス圧延およびテンションレベラーなどの形状矯正工程を経て製品が完
成する。スキンパス圧延の圧下率は、０．１～１．５％の範囲が好ましい。０．１％未満
では効果が小さく、制御も困難であることから、これが下限となる。１．５％超えると生
産性が著しく低下するのでこれを上限とする。スキンパスは、インラインで行っても良い
し、オフラインで行っても良い。また、一度に目的の圧下率のスキンパスを行っても良い
し、数回に分けて行っても構わない。また、トリミングなどを行なっても良い。
【００８６】
　焼鈍炉の形式はＮＯＦ－ＲＦ形式やオールライアントチューブ炉形式などどの形式を用
いても良い。また、めっき性を制御するために露点や雰囲気成分などを調整してもよい。
また、連続溶融亜鉛めっきライン前にめっき性を改善する目的でＮｉなどの電気めっきを
施しても良い。また、めっき後に耐食性などの特性を付与するために各種後処理を施して
も良い。
【実施例】
【００８７】
　次に、本発明を実施例により詳細に説明する。
【００８８】
（実施例１）
　表１に示す化学成分を有するスラブとして符号Ａ～ＡＱを、表２に示すスラブ加熱温度
、仕上げ圧延温度にて熱間圧延を行い、水冷帯にて水冷の後、表２に示す温度で捲取り処
理を行った。仕上げ圧延温度はいずれもＡｒ３点以上であった。熱延板を酸洗した後、冷
延を行い、冷延板とした。熱延板厚、冷延率及び冷延板厚を表２に示す。
【００８９】
　その後、連続合金化溶融亜鉛めっき設備にて、熱処理と溶融亜鉛めっき処理を施した。
溶融亜鉛めっきを施す鋼板については、表２に示す６００℃から焼鈍温度までの平均加熱
速度、焼鈍温度と保持時間、焼鈍温度から６５０℃までの平均冷却速度、６００℃から５
００℃までの平均冷却速度で通板した。亜鉛めっき浴に通板した後に室温まで１０℃／秒
の冷却速度で室温まで冷却したのち、０．３％の圧下率でスキンパス圧延を行った。
【００９０】
　また、同一条件で製造した冷延鋼板を同一条件で焼鈍して亜鉛めっき浴に通板したのち
合金化炉に通板することにより合金化処理を行った。合金化処理温度はライン速度に応じ
て４６０℃～６００℃の範囲の温度を選択した。合金化処理後、室温まで１０℃／秒の冷
却速度で室温まで冷却したのち、０．３％の圧下率でスキンパス圧延を行った。目付け量
としては、両面とも約５０ｇ／ｍ２とした。
【００９１】
　得られた溶融亜鉛めっき鋼板について、引張試験を行い、ＹＳ（降伏強度）、ＴＳ（引
張強度）、Ｅｌ（伸び率）を測定した。なお、降伏強度は０．２％オフセット法により測
定した。引張試験は、１．４ｍｍ厚の板から圧延方向に直角方向にＪＩＳ５号試験片を採
取し、引張特性を評価した。それら測定値から、以下の各特性について評価し、その結果
を表２に示す。
【００９２】
［引張強度（応力）（ＴＳ）］
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　引張強度は７８０ＭＰａ以上の場合には○、７８０ＭＰａ未満の場合には×として表２
に示した。
【００９３】
［降伏比］
　降伏比は０．７以下である場合を○、０．７を超える場合を×として表２に示した。０
．７以上あればよい。
【００９４】
［強度延性バランス］
　強度延性バランス（ＴＳ×Ｅｌ［ＭＰａ・％］）を求めてプレス成形性の指標とし、表
２に示した。以下に凡例を示す。１４０００以上あればよい。
　◎：１６０００以上、
　○１５０００以上、１６０００未満、
　△：１４０００以上、１５０００未満、
　×：１４０００未満。
【００９５】
［降伏強度の変動］
　つぎに、降伏強度の変動を評価するために、焼鈍温度を変化させ、溶融亜鉛めっき鋼板
と合金化溶融亜鉛めっき鋼板を製造した。すなわち、同一成分で鋳造したスラブを同一熱
延条件、冷延条件で原板を作成し、焼鈍工程では加熱と冷却条件は同一にして、焼鈍温度
を７２０～８００℃の範囲に変動させて、めっき浴を通板後に室温まで１０℃／秒の冷却
速度で室温まで冷却したのち、０．３％の圧下率でスキンパス圧延を行う場合と、合金化
処理を施してから室温まで１０℃／秒の冷却速度で室温まで冷却したのち、０．３％の圧
下率でスキンパス圧延を行う場合の双方について試験した。これらの鋼板の引張特性を評
価した。その際、７２０～７３０℃、７３０～７４０℃、７４０～７５０℃、７５０℃～
７６０℃、７６０℃～７７０℃、７７０℃～７８０℃、７８０℃～７９０℃、７９０℃～
８００℃のそれぞれの範囲について２点以上測定した。望ましくは３点以上の測定データ
があるとよい。本実施例では、複数のコイルを用いて各々焼鈍温度を変化させて測定した
。一本のコイルを用いて焼鈍温度を変化させて測定してもかまわない。降伏強度の変動の
凡例を以下に示す。６０ＭＰａ以下であればよい。
　◎：焼鈍温度の範囲を７２０～８００℃とした場合の降伏強度の最大値と最小値の差が
４０ＭＰａ以下、
　○：焼鈍温度の範囲を７２０～８００℃とした場合の降伏強度の最大値と最小値の差が
４０ＭＰａを超え、６０ＭＰａ以下、
　×：焼鈍温度の範囲を７２０～８００℃とした場合の降伏強度の最大値と最小値の差が
６０ＭＰａを超える場合。
　この結果を表２に示す。
【００９６】
［低温変態相の平均粒径］
　ミクロ組織は板厚断面を研磨したのち、レペラー法により腐食を行い、１０００倍の倍
率で金属顕微鏡にて観察した。レペラー腐食では軟質なフェライト相が着色され、硬質な
低温変態相が白色のまま残存する。これによりフェライト相の分率及び低温変態相の平均
粒径を求めた。平均粒径は長さ１．５μｍの正方形のグリッドを用いてポイントカウント
により低温変態相の面積率を求めた。この組織写真とグリッドを図２に示す。カウントし
たポイントの数は２００点である。また、ポイントカウントで面積率を求めた領域に含ま
れる低温変態相の個数を数え、面積率と個数から結晶粒を円形とした場合の平均直径を計
算した。この結果を表２に示した。
【００９７】
［強度穴拡げバランス］
　強度穴拡げバランスは、伸びフランジ成形性にて評価した。伸びフランジ成形性につい
ては鉄鋼連盟規格ＪＦＳＴ１００１－１９９６に示される穴拡げ試験により穴拡げ値λを
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用いて評価した。この場合も強度－穴拡げ値バランス（ＴＳ×λ［ＭＰａ・％］）を求め
て、伸びフランジ成形性の指標とし、結果を表２に示した。以下に凡例を示す。２０００
０以上あればよい。
　◎：２４０００以上、
　○：２２０００以上、２４０００未満、
　△：２００００以上、２２０００未満、
　×：２００００未満。
【００９８】
［ナノ硬さの変動］
　ナノ硬さはＪＩＳ　Ｚ　２２５５に規定された超微小負荷硬さ方法に従い測定し、その
測定荷重は１ｍＮとした。平均ナノ硬さは１００点の測定を行なった。フェライト硬さ、
低温変態相硬さとも鋼板を切断してその板厚断面を研磨した後、電解腐食を行なうことに
よりミクロ組織を出現させ、ＳＰＭ像の観察からフェライト相と低温変態相を判別してナ
ノ硬さを測定した。低温変態相のナノ硬さの変動については、低温変態相がフェライト相
の平均硬さの１～５倍の範囲に含まれる割合により判定し、その結果を表２に示した。凡
例を以下に示す。８０％以上あればよい。
　◎：１００％、
　○：９０％以上１００％未満、
　△：８０％以上９０％未満、
　×：８０％未満。
【００９９】
［スポット溶接性］
　スポット溶接性は次の条件で評価した。電極（ドーム型）：先端径６ｍｍφ、加圧力４
．３ｋＮ、溶接電流：散り発生直前の電流（ＣＥ）ｋＡ及び（ＣＥ＋１．５）ｋＡ、溶接
時間：１５サイクル、保持時間：１０サイクル。溶接後、ＪＩＳ　Ｚ　３１３７に従って
、十字引張試験を行った。溶接電流を（ＣＥ）ｋＡとする溶接を１０回行い、その中の最
低値をＣＴＳ（ＣＥ）とした。これに対し、溶接電流を散り発生領域である（ＣＥ＋１．
５）ｋＡとする溶接を１０回行った時のＣＴＳの最低値をＣＴＳ（ＣＥ＋１．５）とした
。これら値の比（＝ＣＴＳ（ＣＥ＋１．５）／ＣＴＳ（ＣＥ））により以下のように評価
した。０．７以上あればよい。
　○：０．８以上
　△：０．７以上０．８未満
　×：０．７未満
【０１００】
［めっき性］［合金化反応性］
　めっき性、合金化反応はそれぞれ下記のように評価した。めっき性を示す凡例を下記に
示す。
　○：不めっきなし、
　△：不めっき若干あり、
　×：不めっき多数あり。
　合金化反応性を示す凡例を下記に示す。
　○：表面外観に合金化ムラなし、
　△：表面外観に合金化ムラ若干あり、
　×：表面外観に合金化ムラ多い。
　上記の結果を表２に示した。どちらも×でなければ問題はない。
【０１０１】
　結果をまとめた表２から、本発明の鋼板はいずれも成形性、溶接性、めっき性に優れて
おり、材質変動が小さいことがわかる。
【０１０２】
（実施例２）
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　表１に示す化学成分を有するスラブとして符号ＡＲ～ＢＡを、実施例１と同様に表２に
示す製造条件にて合金化溶融亜鉛めっき鋼板を製造した。なお、熱間圧延時の仕上げ温度
はいずれもＡｒ３点以上であった。この実験により亜鉛めっきの合金化に及ぼすＳｎ添加
の影響を検討した。
【０１０３】
　評価方法としては連続溶融亜鉛めっきラインを用いて、表２に示す焼鈍条件で通板した
のち、亜鉛めっき浴を通板し、合金化が充分生じる最低温度をＳｎ添加がされていない実
験番号４４、４９により求めた。その後、実験番号４５～４８、５０～５３を行い、合金
化が充分生じる最低温度を探索し、実験番号４４、４９で求めた最低温度との差を求めた
。
【０１０４】
　その結果を表２に合わせて示す。これよりＳｎ添加により合金化が促進されることが分
かった。ただし、Ｓｎの添加量を制限以上とした実験番号４８、５３では熱延板に疵が発
生した。また実施例１で行なったその他の評価も行い、表２に示した。これらより、本発
明の鋼板はいずれも成形性、溶接性、めっき性に優れており、材質変動が小さいことがわ
かる。
【０１０５】
（実施例３）
　表１に示す化学成分を有するスラブとして符号Ａ、Ｃ、Ｈを用いて、実施例１と同様に
表２に示す製造条件にて溶融亜鉛めっき鋼板及び合金化溶融亜鉛めっき鋼板を製造して実
施例１と同様の評価を行った。なお、熱間圧延時の仕上げ温度はいずれもＡｒ３点以上で
あった。この実験により鋼板の製造条件の影響を検討した。評価結果を表２に示す。これ
より本発明の鋼板はいずれも成形性、溶接性、めっき性に優れており、材質変動が小さい
ことがわかる。
【０１０６】
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【０１０７】
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【表２】
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【産業上の利用可能性】
【０１０８】
　本発明は、自動車に適用される車体部品に好適な、引張強度で７８０ＭＰａ以上の高強
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度と優れた成形性を有する鋼板を安定的に安価に提供するものであり、自動車の軽量化に
大きく貢献することが期待でき、産業上の効果は極めて高い。

【図１】
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